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福祉再建の比較制度論的研究
―イタリア・日本・イギリス・アメリカの医療改革―

今回はファイザーヘルスリサーチ振興財団にこのような機会をいただきまして、どうもあ

りがとうございます。

【OHP-1】

私の研究は政治学からのものですので、

本日ご発表の今までのご研究と少しアプロ

ーチが違うかも知れないのですが、「福祉再

建の比較制度論的研究」ということで、イ

タリアと日本、イギリス、アメリカを中心に

先進国を出来るだけ広く対象として、各国

で福祉改革がどのように失敗し、あるいは成

功してきたのかを、実証的にそして理論的に

考えるといったプロジェクトです。

【OHP-2】

福祉を削減し、医療費支出を削減するこ

とは、ほぼ全ての先進国で試みられているわ

けですが、これは、それまで得られていた便

益やサービスがカットされるという意味で、

明らかに国民にとっては人気の無い政策で

す。この不人気政策が先進各国で試みられ

ているのですが、ある国々では成功し、他の

国々では失敗しているという違いは、何によ

ってもたらされるのかということが基本的な

問題意識でした。

私たちの研究はインターナショナルなジョイント・プロジェクトですが、基本的なスタン

スとして、この医療改革における展開に見られる違いは、恐らくそれぞれの国の制度と利益

の相互作用によって説明することができるのではないかと考えました。

【OHP-3】

このプロジェクトの研究組織は、日本とヨーロッパとアメリカの国際共同研究になってお

り、私が研究代表を務めました。
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共同研究者はUCLAのマーク・ピーター

ソン教授。彼にはアメリカの医療改革につい

て研究していただきました。イギリスからは

ブリストル大学のフィオナ・ロス助教授。イ

タリアからはパヴィア大学のフランカ・マイ

ノ博士。やはりイタリアから、EUに関して

政策的な提言をしていらっしゃいますボッコ

ーニ大学のマウリツィオ・フェレーラ教授。

ニューヨーク大学のアダム・プシェヴォスキ

教授にはグローバルな視点から、民主主義

と福祉の重要性ということについてご検討いただきました。それから、ミシガン大学のロバ

ート・フランツェーゼ助教授には福祉国家に関する先進各国の統計的な分析をしていただき

ました。

日本からの参加者は、早稲田大学の同僚の飯島昇蔵先生、駒澤大学の井戸正伸先生、早

稲田大学の川岸令和先生、東京医科歯科大学の田中智彦先生、早稲田大学の谷澤正嗣先生

です。

それぞれの具体的な内容は、海外の研究者が比較政治学を主体に研究しているのに対し

て、日本は分野ごとに違い、思想的なことを重点的にやっている人や、哲学的なことをやっ

ている人などです。医療改革に関しては、そういった分野が重要だと思いましたので、一緒

に共同して研究を進めてまいりました。

【OHP-4】

この研究は12名が参加し、現在出来上が

っている論文が10本ほどあります。

まず各国研究で、先ほど申しあげました

ように、イタリア、日本、イギリス、アメリカ

に関して分析しました。

クロスナショナルな研究は、憲法と福祉

権を国際的に比較して検討するということ

と、社会保険や公共財あるいは公共サービ

スの供給が政策とどのように関係していたの

かということの統計分析です。更にOECD

各国医療改革における、そのときの政権党のいわゆるウェルフェア・エフォート（福祉努力）

を計量的に分析してみました。

それから、先ほど申し上げたように、医療改革には倫理的な側面が非常に重要だと思われ

ますので、道徳的な基礎や生命倫理、社会的正義の問題についても検討しました。また、EU

およびグローバルなレベルで、福祉改革のときにはやはりデモクラティックなアイデアが重

要であるということを特に研究しました。
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【OHP-5】

まず事例研究です。

アメリカの事例はUCLAのマーク・ピーターソン教授が分析しました。

アメリカではクリントン政権のときに、医療改革が試みられて挫折しました。クリントン

のリーダーシップの下に、制度的な要因が医療改革の法制化の機会をもたらしたかに思われ

たのですが、ピーターソン教授が分析するに

は、そのときの党内基盤の弱さ、あるいは、

アメリカは他の先進国と違い大統領制をと

っていますが、その大統領制の場合において

も議会における数々の拒否権（veto）ポイン

トとか拒否権プレーヤーの存在が非常に大

きく作用して、政策刷新に至ることが無か

ったということを強調されました。

アメリカにおける医療改革の挫折という

のは、強い利益集団や改革に対する反対者

が、連邦議会・州議会の双方で非常に数の

多いヴィト・ポイントにアクセスすることに

よって、改革が不可能になっていると分析さ

れています。

【OHP-6】

具体的なピーターソン教授の考え方は、

政党と議会に関し、政党のサイズ、それから

政党のまとまり、議会の制度の一貫性が全

て大きい、あるいは強いときに、改革がうま

くいくというものです。

【OHP-7】

しかしアメリカの場合は、政党だけを見て

みますと、サイズが大きく結束が強いとい

う、グレーの四角形の分野が非常に稀であ

って、改革がうまく進まないといった結論に

到達しています。

【OHP-8】

イタリアの事例に移ります。イタリアはフランカ・マイノ博士が分析しました。

イタリアでは、医療に関する分野は、政府の介入の必要性と、政府に介入して欲しくない

という非常に強い批判がぶつかり合う典型的な分野だと言われています。けれども、90年代

に入ってから州の役割を重視するという大きな展開がなされ、州を中心にした、いわゆる管

理された競争のモデルというものが提出されました。
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顧みますと、1978年のSSN（Servizio Sanitario Nazionale）が普遍的な医療政策の転換で

した。医療サービスを普遍化して、誰でも簡単に公共のサービスにアクセスすることができ

る。これは良かったのですが、その反面、財政負担を生み、効率の悪いものになり、サービ

スもその後停滞したりして、これを変革していかなければいけないということで、この10年

近くの間、非常に大きな流れとして医療改革が叫ばれてきました。

2つの医療改革があります。

92 - 93年の改革。いわゆる管理された競争の為の州の財政の強化、あるいは州の制度の強

化です。これによって、それまで国家が受け持っていた負担を、ある程度分散して効率を良

くしようという試みが見られました。ところが1999年に改革がありまして、これはビンディ

改革と言われています。従来の「管理された競争」から少し変わり、ここでは「管理された

協調」ということが強調されました。あまりにも州の権限を強化するのではなく、ある程度

それを生かしながら、けれどもやはり従来の

ように過剰ではない程度に中央政府の役割

も必要なのではないかという最近の流れにな

ってきているようです。

そこで、マイノ博士は、何故この10年と

いう短期間で2つの改革がイタリアで可能に

なったのか、それから、州政府は自分達の負

担が重くなるというのにもかかわらず、何故

医療の責任を受け持つようになったのかとい

うことを検討しました。

【OHP-9】

これはマイノ博士の基本的な考え方です。

外的な要因と内的な要因と、歴史上の非

常に重大な出来事というものがここで確認

され、こういったことが医療改革の重要な転

換にとっては決定的になるのではないかと考

えています。つまり、現状維持が崩れるとい

うことです。ここでは、国家のSSNという医

療サービスシステムが非常に不人気になっ

て、あまり効率的ではなく、誰もがこれを改

革しなければいけないと思っていたこと。更に、政府の方を見てみますと、新しいアイデア

を出す能力があるか、あるいかそれを政策的に押し進めていく力があるかどうかということ。

それから、先ほどアメリカでも出てきたのですが、拒否権を持った人たちが弱くなり、改革

を進めていく人達に対する議会内のサポートがある程度強くなって、連立が形成されやすく

なるということなどがあります。また、地方と州の関係が変化するということ。地方におけ

る政府を再建するということもありますが、こういうことが全て総合されて、イタリアの福

祉改革がある程度成功したのではないかとマイノ博士は考えています。
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【OHP-10、11】

いろいろ細かいことはあるのですが、説

明を省略いたします。

【OHP-12】

イギリスに関しては、ブリストル大学の

フィオナ・ロス助教授が分析しました。

ご承知のように、ブレア政権後の医療改

革が世界を驚かせました。97年の選挙の後

に、労働党は従来の保守党よりも大胆な民

営化（民間部門の活力の利用）に乗り出

し、NHSの役割をぐっと削減したわけで

す。これは何故なのか。何故保守党よりも

労働党がこのように出来たのかということ

です。そしてまた、国民は医療の民営化を

基本的には歓迎していないのですが、それ

では何故、選挙のときに労働党は勝つのか

ということを、フィオナ・ロス博士は検討

しました。

ロス博士はまず政策上の必要性を指摘し

ています。これは、この国の医療機関が破

綻しそうな状態なので必要だということ。

また、それに対する不人気が非常に大きく、

国民はもっと質の高い医療サービスを求め

ていたので、どうしても改革せざるを得な

かったという必要性もあります。

更には、労働党の選挙戦略が非常に大き

かったのではないか。つまり、医療サービ

スに対する国民の期待が高く、選挙のとき

にこれをうまく利用すると勝てるのではな

いかと労働党が考えたということです。そのときにサードウェイと盛んに言われているので

すが、このサードとは、大胆な政策転換をすることによって、労働党が自ら大きく変わった

ということを明確化することですが、このために医療改革をうまく使って、国民の支持を得

たのではないかとロス博士は考えています。

【OHP-13】

日本とOECDの比較研究は、井戸正伸助教授と私がいたしました。

ヨーロッパ及び先進国の福祉の拡大というものは、中道左派政権の方が非常に積極的に

行ってきたという、これまでの仮説があったのですが、それだけではなく、私達は、それを

縮小する局面（いわゆるウェルフェア・リトレンチメントの局面）においても、中道左派政
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権の方が保守政権よりも積極的なのではな

いかという仮説を出して、OECD及び日本

に関して福祉努力を分析しました。

そして更に日本に関しては、（日本は中道

左派政権ではなく非左派政権ということに

なりますが）自民党の政権は、選挙で弱くな

るときのみ、福祉支出を拡大してきたのでは

ないかと考えました。

【OHP-14、15、16】

具体的に過去の様々な局面があります。

【OHP-17】

OECDの分析と日本の分析を簡単にご説

明したいと思います。

まず、従属変数を政府支出シェア（Wel-

fare EFFORT）として、独立変数を高齢者

の全人口におけるシェア、中道左派政党の

閣僚占有率、それから、先ほど出てきた拒否

権プレーヤーの数とします。それぞれ、OLD、

LEFT、VETOとして、OHPに示した3つの

時期に関して、OECD14カ国についての回

帰分析を行いました。

【OHP-18】

これがその結果です。

左派政党の拡大局面へのポジティブな影響と縮小局面でのネガティブな影響が出ていま
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す。数字は政府部門の大きさということですから、

ネガティブになっていると縮小していることを意味

しています。左派政党の方が非常に福祉を縮小し

ていることが、これで実証されていると考えていま

す。

尚、この数字はあまり良くないので、現在これ

をもう少し良くするように試みている最中です。

【OHP-19】

日本の方は、各年の長い右側の棒が選挙のとき

の自民党の得票率です。真ん中の棒が政府の福祉

努力で、医療支出中の政府部門の割合です。それ

から左側の棒は高齢者の占めるシェアです。この

ように非常に関連しており、回帰分析をしますと、

政府の支出（いわゆるWelfare EFFORT）は、高

齢化に非常に強い影響を受けていること、それか

ら自民党が強いときには政府は支出を控えている、

つまり自民党の選挙の強さがネガティブな影響を

与えているということがはっきりしています。

R square＝0.81は政治学では非常に高い値とな

っています。

【OHP-20】

制度や利益に関することを十分に検討したわけですが、しかし、医療改革の場では倫理と

か道徳とか社会的な正義の問題がやはり非常に重要ですので、他の論文で、「必要性」や「能

力」といった言葉を強調しながら道徳的基礎についても考えていくことにしました。

【OHP-21】

このようにいろいろな角度から共同研究をして、私達のプロジェクトは、医療改革を行う

ための倫理的あるいは実践的でもある方法として、持続可能な医療システムに向けた「交渉
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を通じた改革」というものが重要なのではないかという結論に到達したわけです。EUレベ

ルでもそうですし、グローバルに見ても、やはり民主主義を重んじた交渉といったことが、

非常に重要なのではないかと考えます。

質疑応答

Ｑ： 政策形成において医療改革という問題を考える場合に、その改革を起こすエネル

ギーをどういう点に持っていくのが、政治の方向として良いのかというのが一つ。

もう一点は、政策的な判断をする時期と医療改革が進められる時期にタイムラグ

があるのかどうかです。選挙というのは、どちらかというと、ある程度瞬間的にその

ときのエネルギーが沸くわけですが、改革の場合には、時間的な流れというものも考

えながら積み上げていくというところもあると思うのです。

Ａ： まず、何が医療改革を最も推進するのかということは、やはり非常に難しい問題だ

と思いまして、私ども色々検討しました。先ほどマイノ博士のチャートをご紹介しま

した【OHP-9、10、11】が、やはり色々な要因が重なり合っていて、タイミングの問

題もあると思います。例えばイタリアの場合は、ベルリンの壁が崩壊して政権交代が

あり、それで医療改革がある程度進むようになったという側面もありました。このエ

ネルギーがどこから生まれるのかというのは、まずその背景要因として、先行する医

療制度に対する不満とか不信感とか効率性の悪さを国民全体が痛感していることが

あります。それを変えうる新しい枠組みを、政権にある人達がどういうふうに国民に

提示するか。私達はそれを“交渉型の”とか“対話による”と申し上げているのです

が、そういったことが非常に重要だと思います。

それから、いつこれを始めなければいけないのかということについては、ご指摘の

ようにタイムラグがあります。しかし、回帰分析をしてみますと1、2年くらいのラグ

でして、過去かなり落ち込んだその次くらいの選挙で大幅に福祉支出を拡大していま

したし、最近の小泉政権の改革でも、今非常に選挙で強いときに改革を進めていると

いうことを見ましても、かなり選挙的な要因は大きいのではないかと思っています。

Ｑ： 2つほど質問させていただきます。

最後の方で、民主的な政治システムと福祉の再建が関連があるということをおっし

ゃっていましたが、民主的政治システムというものを定量化して、再建と相関がある

ということなのかどうかということが一つ。もう一つは、OECDで14カ国だけ相関

を見ていましたけれども、確かOECDには30いくつかあるはずなのですが、何故半

分以上抜けたのかということです。

Ａ： 民主的政治システムの方については、計量的にどういうシステムかということを、

まだ私達はやっておりませんが、先進国に関しては共同研究者のロバート・フランツ

ェーゼ博士が研究しました。ただし、福祉一般についての研究で、ずばり医療改革に
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関して、というわけではありませんが。彼は今、医療改革に焦点を当てた論文をリバ

イズしていますので、計量分析に関しては少し時間がかかってから出てくると思いま

す。

OECDの国数に関しては、残念ながら、やはりデータが無く、実際のところ14カ

国しかできなかったということです。


